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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　帯状の集電体上にその長さ方向に沿って延在する複数の吐出領域に、前記吐出領域のそ
れぞれに対応する吐出ノズルから合剤スラリーを吐出することにより前記集電体上に合剤
層を形成する蓄電装置用電極板の製造方法であって、
　前記複数の吐出領域のそれぞれの一部が、前記集電体の長さ方向から見てそれぞれに隣
り合う吐出領域の一部と重なる重なり部を形成するように前記吐出領域の位置が設定され
、
　前記重なり部が８ｍｍ以下の前記集電体の幅方向の長さを有し、
　前記吐出領域の少なくとも一つに、前記合剤スラリーを間欠的に吐出することにより未
塗布部が設けられる、蓄電装置用電極板の製造方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の蓄電装置用電極板の製造方法において、
　前記複数の吐出領域は、前記集電体の幅方向に交互に配列される少なくとも一つの第１
吐出領域と、少なくとも一つの第２吐出領域からなり、
　前記第２吐出領域に前記未塗布部が設けられる、蓄電装置用電極板の製造方法。
【請求項３】
　請求項２に記載の蓄電装置用電極板の製造方法において、
　前記第１吐出領域に対応する前記吐出ノズルにおける先端側流路の前記幅方向の長さが
吐出口に行くにしたがって長くなっており、前記第２吐出領域に対応するノズルにおける
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先端側流路の前記幅方向の長さが一定である、蓄電装置用電極板の製造方法。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか１つに記載の蓄電装置用電極板の製造方法において、
　前記重なり部が１ｍｍ以上８ｍｍ以下の前記集電体の幅方向の長さを有する、蓄電装置
用電極板の製造方法。
【請求項５】
　請求項４に記載の蓄電装置用電極板の製造方法において、
　前記重なり部が３ｍｍ以上５ｍｍ以下の前記幅方向の長さを有する、蓄電装置用電極板
の製造方法。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれか１つに記載の蓄電装置用電極板の製造方法において、
　前記集電体上の合剤層の厚みが４０μｍ以上２００μｍ以下である、蓄電装置用電極板
の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、蓄電装置用電極板の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子機器のポータブル化やコードレス化が急速に進むにしたがって、電子機器の
駆動用電源として使用する二次電池を高容量化することへの要望が高まっている。このよ
うな背景において、特許文献１の非水電解質二次電池では、正極合剤スラリーを帯状の正
極集電体上に塗布することによって正極合剤層を形成する。その後、正極合剤層の一部を
剥離することによって、正極合剤層が存在しない未塗布部を形成する。その未塗布部には
正極リードが溶接される。未塗布部の幅を正極板幅よりも短くすることによって、未塗布
部を幅方向の一部領域のみに形成して正極合剤層の存在領域を増大させ、高容量化を実現
している。
【０００３】
　上記特許文献１記載の技術は、正極合剤層の一部の剥離が必要不可欠となる。しかし、
剥離によって生産性が悪化する上、剥離された正極合剤層に含まれる材料の材料費が無駄
になる。これに対し、特許文献２は、高容量化に加えて生産性を向上できる技術を提案し
ている。特許文献２に開示された塗布装置は複数のノズルを備える。複数のノズルの吐出
口は、正極集電体の長さ方向から見て互いに重ならないように配設される。
【０００４】
　各ノズルは長さ方向に沿って正極集電体を分割する各分割領域に正極合剤スラリーを吐
出する。一定速度で走行する正極集電体に各ノズルからの正極合剤スラリーの吐出又は停
止を適宜実行することによって、未塗布部及び正極合剤層を自在に形成する。この塗布装
置では正極合剤層の剥離が必要ないから生産性が向上する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－６８２７１号公報
【特許文献２】特開２００１－６６６４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献２の塗布装置では、複数のノズルの吐出口が集電体の長さ方向から見て互いに
重ならないように配設され、集電体の各分割領域には１つのノズルから正極合剤スラリー
が塗布される。しかし、このような方法で正極集電体上に正極合剤スラリーを塗布すると
、正極合剤層の厚みが均一になりにくいことが判明した。
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【０００７】
　本開示の課題は、高容量化と生産性の向上に加えて、集電体上の合剤層の厚みばらつき
を抑制できる蓄電装置用電極板の製造方法、及び塗布装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本開示の蓄電装置用電極板の製造方法は、帯状の集電体上にその長さ方向に沿って延在
する複数の吐出領域に、吐出領域のそれぞれに対応する吐出ノズルから合剤スラリーを吐
出することにより集電体上に合剤層を形成する蓄電装置用電極板の製造方法であって、複
数の吐出領域のそれぞれの一部が、集電体の長さ方向から見てそれぞれに隣り合う吐出領
域の一部と重なる重なり部を形成するように吐出領域の位置が設定され、吐出領域の少な
くとも一つに、合剤スラリーを間欠的に吐出することにより未塗布部が設けられる。
【０００９】
　また、本開示の塗布装置は、任意の第１方向に延在する複数の吐出口を備え、第１方向
と直交する第２方向から見て、各吐出口が他の全ての吐出口と重ならない領域と、各吐出
口に隣り合う吐出口の一部と重なる領域と、を有する。
【発明の効果】
【００１０】
　本開示に係る蓄電装置用電極板の製造方法及び塗布装置によれば、高容量化と生産性の
向上に加えて、集電体上の合剤層の厚みばらつきを抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は本実施形態の製造方法及び塗布装置で製造される非水電解質二次電池の構
造を示す図である。
【図２】図２は正極集電体への正極合剤スラリーの塗布工程の概要を示す模式図である。
【図３】図３は正極集電体上にその長さ方向に延在する複数の吐出領域を示す模式図であ
る。
【図４】図４は正極集電体に対する各吐出ノズルの相対位置を説明するための図であり、
正極集電体を塗布面の上方から見たときの模式図である。
【図５】図５（ａ）は第１吐出部の吐出ノズルにおける流路の先端部を示す模式図であり
、図５（ｂ）は第２吐出部の吐出ノズルの流路の先端部を示す模式図である。
【図６】図６は吐出ノズルの吐出流路と、正極集電体の被塗布面とがなす角度を説明する
模式図であり、図５（ａ）にＲで示す領域の部分拡大図である。
【図７】図７（ａ）及び図７（ｂ）は実験例に用いた吐出ノズルの流路の先端部の形状を
示す模式図である。
【図８】図８は変形例の吐出部を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に、本開示に係る実施の形態（以下、実施形態という）について図面を参照しなが
ら詳細に説明する。この説明において、具体的な形状、材料、数値、方向等は、本開示の
理解を容易にするための例示であって、用途、目的、仕様等にあわせて適宜変更すること
ができる。また、以下において複数の実施形態や変形例などが含まれる場合、それらの特
徴部分を適宜に組み合わせて用いることは当初から想定されている。また、実施形態の説
明で参照する図面は、模式的に記載されたものであり、図面に描画された構成要素の寸法
比率などは現物と異なる場合がある。本明細書において「略＊＊」との記載は、略全域を
例に挙げて説明すると、全域はもとより実質的に全域と認められる場合を含む意図である
。
【００１３】
　図１は、本実施形態の製造方法及び塗布装置で好適に製造できる非水電解質二次電池１
０の構造を示す図である。
【００１４】
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　図１に示すように、蓄電装置の一例としてのこの非水電解質二次電池１０では、正極板
１及び負極板３がセパレータ５を介して巻回された電極群が、円筒形の電池ケース６内に
電解液と共に収容される。電池ケース６の開口部はガスケット７を介して封口板９で封口
され、電池ケース６内は密閉される。正極板１は正極リード２により封口板９上に配設さ
れた正極蓋８に接続され、正極蓋８は正極端子となる。また、負極板３は負極リード４に
より電池ケース６に接続され、電池ケース６は負極端子となる。
【００１５】
　正極板１は、次のように作製される。正極活物質に導電剤や結着剤等を混合し、その混
合物を分散媒中で混練することによってペースト状の正極合剤スラリーを作製する。その
正極合剤スラリーをアルミニウム等の金属箔からなるフープ状の正極集電体上に塗布して
正極合剤層を形成する。次いで、その正極合剤層を乾燥し、圧縮する。最後に、正極合剤
層が形成された正極集電体を所定寸法に切断することによって正極板１が作製される。
【００１６】
　負極板３は、次のように作製される。負極活物質に導電剤や増粘剤等を混合し、その混
合物を分散媒中で混練することによってペースト状の負極合剤スラリーを作製する。さら
に、その負極合剤スラリーを銅等の金属箔からなるフープ状の負極集電体上に塗布して負
極合剤層を形成する。次いで、その負極合剤層を乾燥し、圧縮する。最後に、負極合剤層
が形成された負極集電体を所定寸法に切断することによって負極板３が作製される。
【００１７】
　正極板１の所定位置には正極リード２がスポット溶接により接合され、負極板３の所定
位置には負極リード４がスポット溶接により接合される。正極板１及び負極板３のそれぞ
れは、合剤スラリーが塗布されない未塗布部を有する。正極リード２及び負極リード４は
、正極板１及び負極板３の集電体に直接接合する必要がある。上記未塗布部は、正極リー
ド２及び負極リード４が接続されるリード接続部を構成する。
【００１８】
　以下、本開示の集電体及び合剤スラリーの例として、非水電解質二次電池用の正極集電
体及び正極合剤スラリーを用いて本実施形態を詳細に説明する。
【００１９】
　まず、図２を用いて本実施形態における正極合剤スラリーの塗布工程の概要を説明する
。フープ状の正極集電体１５を、図示しない駆動ロールによって巻き出すことによって矢
印Ａで示す長さ方向の一方側に一定速度で走行させる。この状態で正極集電体１５の上部
に配置された第１及び第２吐出部１１、１２から正極集電体１５に向けて正極合剤スラリ
ーを吐出することによって、正極集電体１５上に正極合剤層１４が形成される。第１吐出
部１１には吐出ノズル１１ａ、１１ｂが設けられ、第２吐出部１２には吐出ノズル１２ａ
が設けられる。
【００２０】
　吐出ノズル１１ａ及び１１ｂは、正極合剤スラリーを連続的に吐出する。一方、吐出ノ
ズル１２ａは、正極合剤スラリーを間欠的に吐出する。このように、吐出ノズル１１ａ及
び１１ｂは連続吐出ノズルを構成し、吐出ノズル１２ａは間欠吐出ノズルを構成する。連
続吐出ノズルの吐出口と間欠吐出ノズルの吐出口は、幅方向Ｙに交互に配置される。
【００２１】
　図３は、正極集電体１５上に長さ方向Ｘに沿って延在する複数の吐出領域５０，５１，
５２を示す模式図である。吐出領域５０，５１，５２はそれぞれ、吐出ノズル１１ａ，１
１ｂ，１２ａのそれぞれから吐出された正極合剤スラリーが正極集電体１５に衝突すると
想定される領域を示す。吐出領域５０，５１，５２に基づいて、吐出ノズル１１ａ，１１
ｂ，１２ａ及び吐出口１８ａ，１８ｂ，１９ａの正極集電体１５に対する位置が決定され
る。なお、本実施形態のように正極合剤スラリーが正極集電体１５にその厚み方向に沿っ
て吐出される場合は、その厚み方向から見て吐出領域５０，５１，５２と吐出口１８ａ，
１８ｂ，１９ａはそれぞれ互いに重なり合う。
【００２２】



(5) JP 6965162 B2 2021.11.10

10

20

30

40

50

　吐出領域５０，５１の幅方向Ｙの長さは互いに等しく、吐出領域５１には、正極合剤ス
ラリーが塗布されない未塗布部４０が設けられる。吐出領域５０，５２は、長さ方向Ｘか
ら見て、それぞれの一部が互いに重なるように配置される。同様に、吐出領域５１，５２
は、長さ方向Ｘから見て、それぞれの一部が重なるように配置される。これにより、吐出
領域５０，５１，５２が、重なり部６０ａ，６０ｂと非重なり部７０，７１，７２が形成
される。
【００２３】
　吐出領域５０，５１，５２の設定後、吐出口１８ａ，１８ｂを有する第１吐出部１１、
及び吐出口１９ａを有する第２吐出部１２の正極集電体１５に対する位置が決定される。
本実施形態では図３に示すように、吐出口１８ａ，１８ｂ，１９ａの幅方向Ｙの幅方向の
両端がそれぞれ吐出領域５０，５１，５２の幅方向Ｙの両端に一致するように第１吐出部
１１と第２吐出部１２が配置される。第１吐出部１１は、第２吐出部１２に対して正極集
電体１５の長さ方向Ｘに間隔をおいて配置される。本実施形態では第２吐出部１２が第１
吐出部１１より正極集電体１５の移動方向Ａの前方に配置されているが、第２吐出部１２
が第１吐出部１１より正極集電体１５の移動方向Ａの後方に配置されていてもよい。吐出
口１８ａ,１８ｂ,１９ａは正極集電体１５の幅方向Ｙに延在する長方形の平面形状を有す
る。各吐出ノズル１１ａ,１１ｂ,１２ａは、図示しない貯留タンクからの正極合剤スラリ
ーの供給と停止を制御する制御弁を有する。各制御弁は、互いに独立に制御される。各制
御弁を用いて、各吐出ノズル１１ａ,１１ｂ,１２ａからの正極合剤スラリーの供給と停止
を任意のタイミングで制御することができる。吐出ノズル１２ａへの正極合剤スラリーの
供給と停止を繰り返すことで、正極合剤スラリーが吐出ノズル１２ａから間欠的に吐出さ
れる。これにより、正極リード接続部としての未塗布部４０が設けられる。
【００２４】
　図４に示すように、長さ方向Ｘから見て、吐出口１９ａの一部が吐出口１８ａの一部に
重なっており、それらの重なり量はｆ１〔ｍｍ〕とされている。また、長さ方向Ｘから見
て、吐出口１９ａの一部が吐出口１８ｂの一部と重なっており、それらの重なり量はｆ２

〔ｍｍ〕とされている。重なり量ｆ１〔ｍｍ〕及びｆ２〔ｍｍ〕はそれぞれ重なり部６０
ａ，６０ｂ（図３参照）の幅方向Ｙの長さに一致する。
【００２５】
　図５（ａ）は、吐出ノズル１１ａ，１１ｂの流路の先端部２０を示す模式図であり、図
５（ｂ）は、吐出ノズル１２ａの流路の先端部３０を示す模式図である。
【００２６】
　図５（ａ）に示すように、吐出ノズル１１ａ，１１ｂにおける流路の先端部の延在方向
は、正極集電体１５の厚み方向Ｚと一致している。吐出ノズル１１ａの流路の先端部２０
では、幅方向Ｙの長さが吐出口１８ａに行くにしたがって長くなっている。また、図５（
ｂ）に示すように、吐出ノズル１２ａの延在方向は正極集電体１５の厚み方向Ｚに一致し
ている。吐出ノズル１２ａの流路の先端部３０では、幅方向Ｙの長さが流路の先端部３０
の延在方向の位置によらず一定となっている。
【００２７】
　図６は、吐出ノズル１１ａ，１１ｂの流路の先端部２０と正極集電体１５の塗布面２８
とがなす角度を説明する模式図であり、図５（ａ）にＲで示す領域を表す部分拡大図であ
る。
【００２８】
　流路の先端部２０の幅方向Ｙの長さは、吐出口１８ａに行くにしたがって一次関数的に
長くなっている。図６に示すように、流路の先端部２０の側面を延長した延長面２５と正
極集電体１５の被塗布面２８とは、３０°～６０°等の鋭角で交わり、好ましくは４５°
の角度で交わっている。
【００２９】
　本実施形態では、正極リード接続部をなす未塗布部４０が正極集電体１５の幅方向の一
部にしか存在しない。したがって、幅方向の全域で未塗布部が設けられる場合と比較して
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正極合剤スラリーの塗布面積を増大させることができるため、高容量化が可能となる。
【００３０】
　また、本実施形態によれば、正極集電体１５が第１及び第２吐出部１１,１２に対して
矢印Ａで示す方向に一定速度で相対移動する。したがって、吐出ノズル１２ａにおいて、
第１所定時間の吐出と第２所定の吐出停止を交互に繰り返すだけで、長さ方向Ｘに沿って
未塗布部４０が周期的に設けられた長尺の極板材を簡易に生産することができる。よって
、生産性が向上する。
【００３１】
　上記周期性を有する極板材は、正極合剤層が形成された後、正極集電体１５の幅を二等
分するように図３に示すＫＫ線に沿って切断される。また、極板材は、長さ方向に隣り合
う各２つの未塗布部４０間の中心線に沿って切断される。
【００３２】
　なお、本実施形態では、正極集電体１５が吐出ノズル１１ａ,１１ｂ,１２ａに対して一
定速度で相対移動したが、正極集電体は吐出ノズルに対して変動する速度で相対移動して
もよい。この場合、エンコーダ等による正極集電体の走行距離の測定に基づいて所定のタ
イミングで、各吐出ノズルへ正極合剤スラリーの供給と停止を制御する制御弁を制御する
ことによって未塗布部を一定距離毎に設けてもよい。
【００３３】
　正極集電体上に設けられる正極合剤層の厚みが局所的にばらつくと電極群の均一な巻回
構造が実現されず、また充放電反応が不均一になるので、好ましくない。従来は、図３の
６０ａ,６０ｂで示すような重なり部が設けられなかった。吐出領域の重なり部が存在し
ない場合、隣り合う吐出領域の境界における正極合剤層の厚みが、境界以外の領域の正極
合剤層の厚みよりも薄くなることが見出された。
【００３４】
　表１に、吐出領域の重なり部６０ａ,６０ｂの幅方向Ｙの寸法を０～５ｍｍの範囲で変
化させて作製した実験例に係る正極板について、正極合剤層の厚みばらつきを評価した結
果を示す。
【００３５】

【表１】

【００３６】
（実験例１及び２）
　実験例１及び２に係る正極板を次のように作製した。正極活物質としてリチウムニッケ
ル複合酸化物と、導電剤としてのアセチレンブラック（ＡＢ）と、結着剤としてのポリフ
ッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）とを所定の割合で混合し、その混合物を分散媒としてのＮ－
メチル－ピロリドン（ＮＭＰ）中で混練することによって正極合剤スラリーを作製した。
【００３７】
　上記のようにして作製した正極合剤スラリーを用いて、上記実施形態で説明した方法に
基づいて実験例１及び２に係る正極板を作製した。このとき、重なり部６０ａ，６０ｂの
幅方向Ｙの長さを実験例１では５ｍｍと、実験例２では３ｍｍとした
【００３８】
　実験例１及び２では、図５（ａ）を用いて説明したように、吐出ノズル１１ａ，１１ｂ
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の流路の先端部の幅方向Ｙの長さは内部から吐出口へ行くにしたがって長くなっている。
このように流路の先端部の幅方向の長さが長くなる形状を図７（ａ）に模式的に示し、そ
の形状を図７（ａ）及び表１にパターンＡと表記した。さらに、図５（ｂ）を用いて説明
したように、吐出ノズル１２ａの流路の先端部の幅方向Ｙの長さは流路の先端部で一定と
なっている。このように流路の先端部の幅方向Ｙの長さは一定である形状を図７（ｂ）に
模式的に示し、その形状を図７（ｂ）及び表１にパターンＢと表記した。なお、吐出ノズ
ル１１ａ，１１ｂは第１吐出部１１に、吐出ノズル１２ａは第２吐出部１２に設けられて
いる。
【００３９】
（実験例３－５）
　第２吐出部１２に設けられた吐出ノズル１２の流路の先端部の形状をパターンＡとした
ことを除いては実験例２と同様にして実験例３に係る正極板を作製した。さらに、重なり
部６０ａ，６０ｂの幅方向Ｙの長さを１ｍｍ及び０ｍｍに変更したことを除いては実験例
３と同様にして、それぞれ実験例４及び５に係る正極板を作製した。
【００４０】
　正極合剤層の厚みばらつきを次のように評価した。まず、非重なり部７０の幅方向Ｙの
中央部の正極合剤層の厚みＡを測定した。次に、重なり部６０ａ，６０ｂの幅方向Ｙの中
央部の正極合剤層の厚みＢを測定した。重なり部の幅方向Ｙの長さが０ｍｍの実験例５に
おいては、吐出ノズル１２ａの幅方向Ｙの両端部に対応する位置の正極合剤層の厚みを厚
みＢとして測定した。得られた厚みＡ〔μｍ〕及び厚みＢ〔μｍ〕を用いて、式（Ｂ－Ａ
）÷Ａ×１００から算出される値を正極合剤層の厚みばらつきとして評価した。その値の
絶対値が小さいほど正極合剤層の厚みばらつきは小さいことを示す。
【００４１】
　表１に示すように、重なり部６０ａ，６０ｂの幅方向Ｙの長さが０ｍｍである実験例５
においては、厚みばらつきが－１５％と、その絶対値が大きな値になっている。これは、
重なり部６０ａ，６０ｂの幅方向Ｙの長さを０ｍｍとした場合に、吐出ノズル１２ａの幅
方向Ｙの両端部に対応する位置の正極合剤層の厚みが薄くなることを示している。これに
対して、重なり部６０ａ，６０ｂの幅方向Ｙの長さを１～５ｍｍとした実験例１～４にお
いては、厚みばらつきの絶対値が低下しており、正極合剤層の厚みがより均一になってい
る。重なり部６０ａ，６０ｂでは非重なり部７０，７１，７２に比べて正極合剤層の厚み
が安定しないと予想されるが、重なり部６０ａ，６０ｂの幅方向Ｙの長さを増やすことで
正極合剤層の厚みばらつきは低減する傾向が確認された。ただし、重なり部６０ａ，６０
ｂの幅方向Ｙの長さは特に制限されないが、１ｍｍ以上８ｍｍ以下とすることが好ましく
、３ｍｍ以上５ｍｍ以下とすることがより好ましい。
【００４２】
　国際公開第２０１０／０８２２３０号には、パターンＡのように吐出ノズルの流路の先
端部の幅を吐出口側に行くにしたがって拡大することにより、塗布された合剤層の端部の
盛り上がりが防止されることが記載されている。しかし実験例２及び３を比較すると、間
欠吐出を行う第２吐出部の吐出ノズルの流路の先端部の幅方向Ｙの長さを一定にすること
により均一な正極合剤層を形成できることがわかる。本開示において吐出ノズルの流路の
形状は特に制限されないが、連続吐出ノズルの流路の先端部の形状をパターンＡ、間欠吐
出ノズルの流路の先端部の形状をパターンＢとすることが好ましい。
【００４３】
　正極集電体片面上に形成する正極合剤層の厚みは特に制限されないが、４０μｍ以上２
００μｍ以下であれば、重なり部を設けることにより正極合剤層の厚みばらつきが顕著に
抑制されるため好ましい。
【００４４】
　上記実施形態では、本開示の塗布装置の吐出口の配置位置を正極集電体の長さ方向Ｘ及
び幅方向Ｙを基準として説明した。したがって、本開示の塗布装置の吐出口の配置位置は
任意の第１方向と、第１方向に直交する第２方向を用いて次のように特定することができ
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る。すなわち、本開示の塗布装置は任意の第１方向に延在する複数の吐出口を備え、第２
方向から見て各吐出口が他の全ての吐出口と重ならない領域と、各吐出口に隣り合う吐出
口の一部と重なる領域と、を有している。
【００４５】
　なお、本開示は、上記実施形態及びその変形例に限定されるものではなく、本願の特許
請求の範囲に記載された事項及びその均等な範囲において種々の改良や変更が可能である
。
【００４６】
　吐出領域の配置方法について、吐出領域が正極リード接続部としての未塗布部が設けら
れない第１吐出領域と、正極リード接続部としての未塗布部が設けられる第２吐出領域か
らなるものとして本開示の変形例を説明する。第１吐出領域と第２吐出領域は、正極集電
体上に所定の位置に未塗布部が設けられるように任意に幅方向に並べて配置することがで
きる。しかし、第１吐出領域と第２吐出領域は正極集電体の幅方向に交互に配置されるこ
とが好ましい。その場合、第２吐出領域の幅方向の両側に第１吐出領域が配置されている
ことが好ましい。また、正極リード接続部としての未塗布部以外の未塗布部を、第１及び
第２吐出領域のいずれに設けてもよい。
【００４７】
　上記実施形態では、３つの吐出口１８ａ,１８ｂ,１９ａが、３列に配置される例につい
て説明した。しかし、吐出口の数は、正極集電体上に設定された複数の吐出領域に応じて
決定される。例えば、吐出領域が正極集電体の長さ方向に沿ってＭ列（Ｍは２以上の自然
数）に設定された場合、吐出口もＭ列に配置される。隣り合う吐出領域は正極集電体の長
さ方向から見てそれぞれの一部が重なるため、隣り合う列に配置される吐出口は正極集電
体の長さ方向に所定の間隔が設けられる。複数の吐出口は正極集電体の幅方向に沿ってジ
グザクに配置することが好ましい。これにより、吐出口をコンパクトに配置することがで
きる。
【００４８】
　また、上記実施形態では、吐出ノズル１１ａ,１１ｂを吐出部１１に設け、吐出ノズル
１２ａを別の吐出部１２に設ける例について説明した。しかし、吐出１１ａ,１１ｂ,１２
ａは一体の吐出部に設けることができる。例えば、図８に示すように、吐出口１１１ａ～
１１１ｇが配置された一体の吐出部１１１に複数の吐出ノズルを設けてもよい。
【００４９】
　また、上記実施形態では、吐出ノズル１１ａ，１１ｂ，１２ａの制御弁が独立して制御
される例について説明した。しかし、複数の吐出ノズルのうち正極合剤スラリーの吐出と
停止を同じタイミングで行う吐出ノズルは共通の制御弁によって制御することもできる。
【００５０】
　上記実施形態では、蓄電装置用電極板の一例として非水電解質二次電池用正極板を詳細
に説明した。しかし、本開示の蓄電装置には非水電解質二次電池だけでなく、ニッケルカ
ドミウム電池やニッケル水素電池などの他の電池が含まれる。さらに、蓄電装置には電池
以外にキャパシタも含まれる。そのため、本開示の蓄電装置用電極板には電池やキャパシ
タの正極板や負極板が含まれ、集電体及び合剤スラリーの材料は上記実施形態に記載され
た材料に限定されない。
【００５１】
　また、上記実施形態では、本開示の製造方法及び塗布装置が非水電解質二次電池用正極
板の製造に適用されたが、本開示の製造方法及び塗布装置は連続走行する被塗布物に塗布
物を塗布する他の用途にも適用できる。
【符号の説明】
【００５２】
　１１　第１吐出部、１２　第２吐出部、１１ａ，１１ｂ，１２ａ，１１１ａ～１１１ｇ
　吐出ノズル、１４　正極合剤層、１５　正極集電体、１８ａ，１８ｂ，１９ａ　吐出口
、２０，３０　流路の先端部、４０　未塗布部、５０～５２　吐出領域、６０ａ，６０ｂ
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　重なり部、７０，７１，７２　非重なり部、１１１　吐出部

【図１】

【図２】

【図３】
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